
王寺町タクシー事業者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金交付要綱 

  

  

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町が実施する王寺町タクシー事業者向け新型コロナウイルス感染症対

策支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、乗客・乗務

員の双方にとって有効な感染症対策を講じ、タクシーにおける安全・安心を確保すること

で、より円滑な高齢者等にとっての外出支援及び訪町者にとっての王寺周辺観光を促すこ

とを目的とする。  

  

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、道路交通法他関係

法令を遵守した上で、別表に掲げるもののうち、第２条の目的に沿うものとして必要と認め

られたものとする。 

  

（補助対象事業者）  

第４条 補助事業を行う者（以下「補助対象事業者」という。）は、次の各号をすべて満たして

いる者とする。 

１ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車

運送事業者であって、事業の停止処分等を受けていないこと。  

２ 町内に本社または営業所を有しており、奈良県タクシー協会または奈良県個人タクシー協

会に加盟しているタクシー事業者であること。 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号

に規定する暴力団員でないこと。 

  

（補助対象経費）  

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、別表に掲げるもののうち、町長が必要かつ適当と認

めるものについて予算の範囲内において交付する。 

 

（補助対象車両）  

第６条 補助事業を実施する対象車両（以下「補助対象車両」という。）は、補助対象事業者が

保有及び使用する車両であって、申請日時点で国土交通省に一般車両として登録されている車

両とする。  

  

（補助金の額）  

第７条 補助金の額は、運転席と後部座席等を隔離する感染症の飛沫感染防止策を実施した補助

対象車両１台当たり２，５００円とする。  

  

（補助事業実施期間）  

第８条 補助事業を実施することができる期間は、令和２年４月１日から令和２年９月３０日ま

でとする。 

 



 

（補助金の交付申請）  

第９条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業者は、王寺町タクシー事業者向け新型コロ

ナウイルス感染症対策支援事業補助金交付申請書（様式第１号）及び誓約書（様式第２号）に

その他必要な書類を添えて町長に提出しなければならない。なお、令和２年４月１日以降、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、補助対象事業者が交付申請前に緊急で実

施した感染症対策の取組のうち、実施の確認ができるものについては、交付申請を受け付ける

ものとする。 

２ 町長は、必要があると認めるときは、補助対象事業者に対し、前項の規定により提出を受け

た書類に追加して、必要な書類の提出を求めることができる。  

  

（補助金の交付決定）  

第１０条 町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を調査・審査の

上、交付すべきと認めたものについて、交付を決定するものとし、王寺町タクシー事業者向け

新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、当該申

請者に速やかに通知するものとする。  

２ 町長は、前項の通知に際して、必要な条件を付することができる。  

３ 町長は、第１項の審査により、交付しないと決定したときは、その旨を王寺町タクシー事業

者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号の２）に

より申請者に通知するものとする。  

  

（申請の取下げ）  

第１１条 補助対象事業者は、前条第１項の規定による補助金の交付決定後に補助金の交付申請

を取り下げるときは、交付決定の通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を

町長に提出しなければならない。また、交付決定前に申請を取り下げるときも、その旨を記載

した書面を町長に提出するものとする。  

  

（事情変更による決定の取消し等）  

第１２条 町長は、交付決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、交付決定の全部

若しくは一部を取り消し、又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがで

きる。ただし、補助事業のうち、既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。  

２  前項の規定による補助金の交付決定を取り消すことができる場合は、天災事変その他事情の

変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合に限る。  

３  第１０条第１項及び第２項の規定は、第１項の規定により措置した場合について準用する。 

  

（申請内容の変更等）  

第１３条 補助対象事業者が、交付申請内容を変更しようとするときは、あらかじめ王寺町タク

シー事業者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金変更承認申請書（様式第４号）

を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限り

ではない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、補助金交付決定額の変更を行うことができる。  

３ 町長は、第１項の申請について、その適否を決定し、その旨を王寺町タクシー事業者向け新

型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金変更承認通知書（様式第５号）により補助対象事

業者に通知する。  

  

 

 



 

（補助事業の中止又は廃止の承認申請） 

第１４条 補助対象事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、速やかに王寺町タ

クシー事業者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金事業中止（廃止）承認申請書

（様式第６号）を町長に提出し、その承認を得なければならない。  

  

（補助事業遅延等の報告） 

第１５条 補助対象事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

とき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに王寺町タクシー事業者向け新型コ

ロナウイルス感染症対策支援事業補助金事業遅延等報告書（様式第７号）を町長に提出し、そ

の指示を受けなければならない。  

２ 補助対象事業者は、前項の報告に基づき町長から指示を受けたときは、直ちにその指示に従

わなければならない。  

  

（状況報告）  

第１６条 町長は、補助事業の円滑な執行を図るため、必要に応じ、補助対象事業者に対し補助

事業の遂行の状況に関して報告を求めることができる。  

  

（補助事業の遂行命令）  

第１７条 町長は、補助対象事業者が提出する報告、必要に応じて行う現地調査等により、補助

事業が補助金の交付の決定内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるとき

は、補助対象事業者に対しこれらに従って補助事業を遂行するよう命ずることができる。  

２ 補助対象事業者が前項の命令に違反したときは、町長は、当該補助事業の一時停止を命ずる

ことができる。  

  

（実績報告）  

第１８条 補助対象事業者は、補助事業が完了したとき又は補助対象期間が終了したときは、速

やかに王寺町タクシー事業者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金事業実績報告

書（様式第８号）を町長に提出しなければならない。  

２ 第１４条の規定により中止又は廃止の承認を受けたときも前項の規定を準用する。  

  

（補助金の額の確定）  

第１９条 町長は、前条の規定による事業実績報告を受けたときは、その内容を審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付決定の内容及

びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、王寺町タク

シー事業者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金交付確定通知書（様式第９号）

により補助対象事業者へ通知するものとする。   

  

（是正のための措置）  

第２０条 町長は、前条に規定する調査等の結果、補助事業の成果がこの交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、補助対象事業者に対し当該補助事業につき、指

定した期日までにこれらに適合させるための措置をとるよう命ずることができる。  

２ 第１８条の規定による実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合についても準用

する。  

  

 

 



 

（補助金の支出）  

第２１条 第１９条の規定による通知を受けた補助対象事業者は、速やかに王寺町タクシー事業

者向け新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金請求書（様式第１０号）を町長に提出す

るものとする。  

２ 町長は、当該請求書が提出されたときは、速やかに補助金を支出するものとする。  

  

（決定の取消し）  

第２２条 町長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当した場合、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、又は受けようとしたとき。  

（２）補助金を他の用途に使用したとき、又は使用しようとしたとき。  

（３）交付決定を受けた者（法人にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは

構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。  

（４）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要綱に基づく命令に違

反したとき。  

（５）交付決定の通知を受けた日から令和２年９月３０日までに事業を完了しなかったとき。  

（６）町長が補助事業として不適切と判断したとき。  

２ 前項の規定は、第２０条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用す

るものとする。  

  

（補助金の返還）  

第２３条 町長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業

の当該取消しに係る部分に関し、既に補助対象事業者に補助金が交付されているときは、期限

を定めてその返還を命ずるものとする。  

  

（検査等）  

第２４条 町長は、補助対象事業者に対し補助事業の実施状況、補助金の収支及び補助金に係る

帳簿書類その他の物件について、立ち入り検査をし、又は報告を求めることができる。  

２ 町長は、補助事業中及び完了後においても、補助対象事業者の事業所その他必要な場所に立

ち入り、当該補助対象事業者に係る取得財産等の管理状況その他必要な調査を行うことができ

る。  

  

（補助事業の公表と成果の発表） 

第２５条 町長は、補助対象事業者を公表することができる。  

２ 町長は、必要があると認めるときは、補助事業の成果を公表し、また補助対象事業者に発表

させることができるものとする。  

  

（義務の承継） 

第２６条 補助対象事業者が、補助事業実施の成果を、新たに設立する会社等に承継させる場

合において、交付の決定に定める義務等は、承継後の会社等に適用があるものとし、補助対

象事業者はそのために必要な手続きを行わなければならない。  

 

（非常災害の場合の措置）  

第２７条 非常災害等による被害を受け、補助事業の遂行が困難となった場合の補助対象事業者

の措置については、町長が指示するところによる。  

  



 

(その他)  

第２８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。  

  

  

附 則  

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

 （有効期限） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第２３条の補助金の返還

については、同日後もなおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 

補助対象事業  補助対象経費 

補助対象車両内における運転席と

後部座席等を隔離する感染症の飛

沫感染防止策 

製品購入費（加工費、設置費、原材料の購入費含む） 

委託費（製品調達・加工・設置に係るもの） 

※ 以下については補助対象経費に含まれない。  

 補助事業に関係のない物品購入などの経費  

 間接経費（送料、振込手数料、交通費、通信費、収入印紙代、光熱費 等）  

 直接人件費（仕切りを設置した社員の人件費 等）  

 本事業に係るものとして、明確に区分できない費用  

 購入者及び購入した内容が確認できるレシート・領収書等の帳票類が不備の経費(品目・数量

が不明なもの、帳票類がないもの)  

 契約から支払までの一連の手続きが、補助事業実施期間内に行われていない経費  

 交付決定前に実施した補助事業に要する経費（ただし、令和２年４月１日以降、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大を防止するため、補助事業者が交付申請前に緊急で実施した感染症対

策の取組のうち実施の確認ができるものについてはこの限りではない ）  

 設置後の維持費、メンテンナンスにかかる経費  

 公的資金の用途として、社会通念上、不適切と認められる経費 等  

  

 

 


